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Ａは，Ｂと婚姻をしていたが，ある日，Ｂが家を出たまま行方不明となった。こ

の事例に関する次の１から５までの記述のうち，正しいものはどれか。 

１ Ｂの生死が７年以上不明の場合，Ａは，Ｂの失踪宣告を得ることができるので，

婚姻を解消するためには，失踪宣告の申立てをする必要があり，裁判上の離婚手

続によることはできない。 

２ Ｂの失踪宣告がされた場合，Ｂが死亡したものとみなされる７年の期間満了の

時より前に，Ａが，Ｂが既に死亡したものと信じて行ったＢの財産の売却処分は，

有効とみなされる。 

３ Ｂの失踪宣告がされた後，Ｂが家出した日に交通事故で死亡していたことが判

明した場合，Ｂが死亡したとみなされる時期は，Ｂの失踪宣告が取り消されなく

とも，現実の死亡時期にまでさかのぼる。 

４ Ｂの失踪宣告がされた後，Ｂが生存していたことが判明した場合，Ｂの失踪宣

告が取り消されない限り，Ａは，相続により取得したＢの遺産を返還する必要は

ない。 

５ Ｂの失踪宣告がされた後，Ａが死亡し，その後にＢの失踪宣告が取り消された

場合，Ｂは，Ａの遺産を相続することはない。 

  

民 法 14-1 自然人 
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１ 誤  失踪宣告を受けた者は死亡したものとみなされる（31）ので，配偶者の一方が

７年以上生死不明の場合，生死不明の配偶者について失踪宣告を得ることによって，婚

姻を解消することができる。しかし，配偶者の一方が７年以上生死不明の場合でも，

「配偶者の生死が３年以上明らかでないとき」（770Ⅰ③）に当たることに変わりはな

いので，失踪宣告の申立てをすることなく，裁判上の離婚手続によっても婚姻を解消す

ることができる。失踪宣告制度と離婚制度は別個の制度であり，失踪宣告の要件を満た

しているからといって，離婚制度が排除されるわけではないのである。 

 

２ 誤  失踪者が死亡したとみなされるのは，普通失踪の場合には失踪期間の満了時であ

り（31），その時点において相続が開始する。それゆえ，７年の期間満了前には，Ａ

はＢの財産を相続しておらず無権利者であり，ＡによるＢの財産の売却処分が有効とみ

なされることはない。 

 

３ 誤  失踪宣告があると失踪者は普通失踪の場合には失踪期間の満了時に死亡したもの

とみなされ，その効力を失わせるためには，失踪宣告を取り消すことを要する（32

Ⅰ）。それゆえ，失踪宣告後は，たとえ期間満了時と異なる時期に死亡したことが判明

しても，失踪宣告が取り消されない限り，実際の死亡時にさかのぼって死亡したとされ

ることはない。 

 

４ 正  ３の解説で述べたように，失踪宣告は取り消されない限りその効力を失わない。

それゆえ，Ｂの失踪宣告後Ｂの生存が判明しても，失踪宣告が取り消されない限り，Ａ 

は相続により取得したＢの財産を返還する必要はない。 

 

５ 誤  失踪宣告は取り消されるとその効力を失い，初めからなかったものと扱われる。

それゆえ，Ｂの失踪宣告後Ａが死亡し，その後Ｂの失踪宣告が取り消された場合，Ｂは

Ａの死亡時において生存していたことになるから，ＢはＡの財産を相続することができ

る。 

 

正しいものは４であり，正解は４となる。 

結 論 

検 討 

自然人 民 法 14-1 正解 ４ 
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制限行為能力者制度に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合

せは，後記１から５までのうちどれか。なお，記述中の「取消し」は，すべて行為

能力の制限による取消しのこととする。 

ア 未成年者が買主としてした高価な絵画の売買契約を取り消した場合において，

その絵画が取消し前に天災により滅失していたときは，当該未成年者は，売主か

ら代金の返還を受けることができるが，絵画の代金相当額を不当利得として売主

に返還する必要はない。 

イ 成年被後見人が締結した契約をその成年後見人が取り消すには，その行為を知

った時から５年以内にする必要があるが，意思無能力を根拠とする無効であれば，

その行為を知った時から５年を過ぎても主張することができる。 

ウ 被保佐人が売主としてした不動産の売買契約を取り消したが，その取消し前に

目的不動産が買主から善意の第三者に転売されていれば，被保佐人は，取消しを

当該第三者に対抗することができない。 

エ 成年被後見人が高価な絵画を購入するには，その成年後見人の同意を得なけれ

ばならず，同意を得ずにされた売買契約は取り消すことができる。 

オ 成年被後見人が契約を締結するに当たって，成年後見に関する登記記録がない

旨を証する登記事項証明書を偽造して相手方に交付していた場合には，相手方が

その偽造を知りつつ契約を締結したとしても，その成年後見人は，当該契約を取

り消すことができない。 

１ アイ  ２ アエ  ３ イウ  ４ ウオ  ５ エオ 

 

 

民 法 19-6 自然人 
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ア 正  契約は取り消されると遡及的に無効となるため，無効な行為に基づく債務の履行

として給付を受けた者は，相手方を原状に復させる義務を負う（121の2Ⅰ）。したが

って，本肢の未成年者は取消しにより売主から代金の返還を受けることができる。一方，

未成年者は絵画の代金相当額を売主に返還する必要はない。制限行為能力者は，現存利

益の限度で返還義務を負う（121の2Ⅲ）が，絵画が取消し前に天災により滅失してい

たときは，現存利益はないからである。 

 

イ 正  取消権は，追認をすることができる時から５年，行為の時から20年で時効消滅

する（126）が，成年後見人が取消権を行使する場合には，成年後見人自身が成年被後

見人の行為を知った時から時効期間は進行する。一方，意思無能力を根拠とする無効の

場合，成年後見人は，取消しと同時に無効をも主張できる（二重効肯定説）。意思無能

力を根拠とする無効を主張する場合には期間制限はなく，取消権が消滅した後であって

も無効の主張は許される。 

 

ウ 誤  被保佐人が保佐人の同意を得ずに不動産の売買契約を締結した場合には，その契

約を取り消すことができる（13Ⅰ③・Ⅳ）。行為能力の制限による取消しには，第三

者保護規定がない。したがって，制限行為能力を理由に被保佐人が契約を取り消した場

合，取消し前に第三者がいたとしても，被保佐人は，取消しを当該第三者に対抗するこ

とができる。 

 

エ 誤  成年被後見人が単独でした法律行為は，日常生活に関する行為や一定の身分行為

を除いて，原則として常に取り消すことができる（９）。さらに成年後見人に同意権は

ないから，成年後見人の同意の有無にかかわらず，成年被後見人がした法律行為は取り

消すことができる。 

 

オ 誤  制限行為能力者が行為能力者であることを信じさせるため詐術を用いたときは，

その行為を取り消すことができない（21）。しかし，詐術が用いられても，相手方が

能力者であると誤信しなければ，制限行為能力者の取消権は否定されない。本肢では，

相手方が成年後見に関する登記事項証明書の偽造について知りつつ契約を締結しており，

相手方が能力者であると誤信しておらず，取消権は否定されない。したがって，本問の

成年被後見人は当該契約を取り消すことができる。 

 

正しいものはアイであり，正解は１となる。 

結 論 

検 討 

自然人 民 法 19-6 正解 １ 
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不在者に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っている

ものの組合せは，後記１から５までのうちどれか。 

ア 不在者Ａが家庭裁判所から失踪宣告を受け，その相続人ＢがＡから相続した不

動産をＣに売却して引き渡したが，その後，生存していたＡの請求により当該失

踪宣告が取り消された場合には，当該売買の当時Ａの生存につきＢが善意であっ

てもＣが悪意であったのであれば，Ａは，Ｃに対し，当該不動産の返還を請求す

ることができる。 

イ 家庭裁判所が不在者Ａの財産管理人としてＤを選任した場合において，ＤがＡ

所有の財産の管理費用に充てるためにＡの財産の一部である不動産を売却すると

きは，Ｄは，これについて裁判所の許可を得る必要はない。 

ウ 不在者Ａが家庭裁判所から失踪宣告を受けた後に，ＡがＥに100万円を貸し渡

した場合は，当該金銭消費貸借契約は，当該失踪宣告が取り消されなくても有効

である。 

エ 不在者Ａが財産管理人Ｄを置いた場合において，ＤがＡ所有の財産の管理を著

しく怠っているときは，家庭裁判所は，Ａの生存が明らかであっても，利害関係

人の請求により，管理人の任務に適しない事由があるとしてＤを改任することが

できる。 

オ 不在者Ａが家庭裁判所から失踪宣告を受け，その相続人ＢがＡから相続した銀

行預金の大部分を引き出して費消した後，生存していたＡの請求により当該失踪

宣告が取り消された場合には，それまでＡの生存につき善意であったＢは，現に

利益を受けている限度において返還すれば足りる。 

１ アウ  ２ アオ  ３ イエ  ４ イオ  ５ ウエ 

民 法 22-4 自然人 
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ア 正  失踪宣告が取り消された場合，その取消しは，失踪の宣告後その取消し前に善意

でした行為の効力に影響を及ぼさない（32Ⅰ後段）。この点，ここでいう善意とは，

失踪宣告により財産を得た者が第三者と契約をした場合は，行為の当事者の双方が善意

であることを要する（大判昭13.2.7）。よって，Ａが失踪宣告を受けた後に，その相

続人ＢがＣに相続した不動産を売却して引き渡したが，その後，Ａの失踪宣告が取り消

された場合，Ｂが善意であってもＣが悪意であったのであれば，Ａは，Ｃに対して，当

該不動産の返還を請求することができる。 

 

イ 誤  家庭裁判所が不在者の財産管理人を選任した場合，その財産管理人の権限は，財

産の保存行為及びその性質を変えない範囲での利用・改良行為である。そして，この権

限を超える行為を必要とするときは，家庭裁判所の許可を得て，その行為をすることが

できる（28・103）。この点，管理財産である不動産を売却・処分することは，管理財

産の現状維持を目的とする行為を逸脱するものであるため，家庭裁判所の許可を要する

（ 判昭28.12.28）。 

 

ウ 正  失踪者に対して失踪宣告が生じた場合，単に死亡の推定が生ずるのではなく，確

定的に死亡と同一の効力が生ずる。そのため，失踪宣告そのものが取り消されない以上

は，失踪者の死亡と同一の効果を否定することができない。しかし，失踪宣告が生じた

としても，失踪者本人の権利能力が消滅するわけではないため，失踪者が実際は別の場

所で生存していた場合は，失踪者が行った契約などはすべて有効である。 

 

エ 誤  不在者が管理人を置いた場合において，その不在者の生死が明らかでないときは，

家庭裁判所は，利害関係人又は検察官の請求により，管理人を改任することができる

（26）。しかし，不在者の生存が明らかであるときは，管理人のコントロールは不在

者本人に任せるべきであるから，家庭裁判所が管理人を改任することはできない。よっ

て，不在者Ａの生存が明らかである場合は，財産管理人Ｄに，管理人に適しない事由が

あるとしても，利害関係人の請求によって財産管理人Ｄを改任することはできない。 

 

オ 正  失踪宣告によって財産を得た者は，その取消しによって権利を失い，その財産の

返還をしなければならないが，その返還義務の範囲は現に利益を受ける限度で足りる

（32Ⅱ）。この点，失踪宣告によって財産を得た者とは，相続人，受遺者，生命保険

金の受取人などを意味する。よって，不在者が失踪宣告を受け，その相続人ＢがＡから

相続した銀行預金の大部分を引き出して費消した後，生存していたＡの請求により当該

失踪宣告が取り消された場合は，それまでＡの生存につき善意であったＢは，現に利益

を受けている限度において返還すれば足りる。 

 

自然人 民 法 22-4 正解 ３ 

誤っているものはイエであり，正解は３となる。 

結 論 

検 討 
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未成年者Ａが，Ａ所有のパソコン甲をＡの唯一の親権者Ｂの同意なく成年者Ｃに

売る契約（以下「本件売買契約」という。）を締結した事例に関する次のアからオ

までの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものの組合せは，後記１から５

までのうちどれか。 

ア 本件売買契約を締結するに際し，ＡとＣとの間でＡの年齢について話題になっ

たことがなかったため，ＡはＣに自己が未成年者であることを告げず，ＣはＡが

成年者であると信じて本件売買契約を締結した場合には，Ａは，本件売買契約を

取り消すことができない。 

イ Ａが甲の引渡し後に自ら本件売買契約を取り消した場合には，その取消しがＢ

に無断であったときでも，Ｂは，当該取消しを取り消すことができない。 

ウ Ａが，成年に達する前に本件売買契約の代金債権を第三者に譲渡した場合には，

本件売買契約及び代金債権の譲渡につきＢの同意がなく，かつ，追認がなかった

ときでも，Ａは，本件売買契約を取り消すことができない。 

エ 本件売買契約の締結後に契約締結の事実を知ったＢが，Ａが成年に達する前に，

Ｃに対して甲を引き渡した場合には，当該引渡しがＡに無断であったときでも，

Ａは，本件売買契約を取り消すことができない。 

オ Ａが成年に達する前に，ＣがＢに対し１か月以上の期間を定めて本件売買契約

を追認するかどうか催告したにもかかわらず，Ｂがその期間内に確答を発しなか

ったときは，Ａは，本件売買契約を取り消すことができない。 

１ アウ  ２ アエ  ３ イエ  ４ イオ  ５ ウオ 

民 法 23-4 自然人 
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ア 誤  制限行為能力者が行為能力者であることを信じさせるため詐術を用いたときは，

その行為を取り消すことができない（21）。そして，この場合の「詐術」とは，相手
方に対し積極的な詐術行為がある場合に限られるものではなく，無能力者であることを
黙秘していた場合でも，それが無能力者の他の言動と相まって，相手方を誤信させ，又
は誤信を強めたものと認められるときは，詐術に当たる。この点，単に無能力者である
ことを黙秘していたとの一事をもって，詐術に当たるとするのは相当でなく，詐術に当
たるとするためには，無能力者が能力者であることを信じさせる目的をもってしたこと
を要する（ 判昭44.2.13）。よって，Ａは，制限行為能力者であることを単に黙秘し
ていただけであり，そのことのみをもって詐術に当たるとはいえないため，Ａは本件売
買契約を取り消すことができる。 

 
イ 正  未成年者が法定代理人の同意を得ないでした契約は，取り消すことができ，この

取消しは，未成年者自らが意思表示することでも可能である（120）。そして，この未
成年者自身の取消しの意思表示は，制限行為能力を理由として取り消すことはできない。
なぜなら，契約の取消しは元に戻るだけであり，それ以上に不利益が及ぶわけではなく，
単独での取消しができないと十分な保護にならないからである。よって，Ａは単独で有
効な取消しの意思表示ができ，その取消しがＢに無断であったとしても，Ｂは当該取消
しを取り消すことはできない。 

 
ウ 誤  追認をすることができる時以後に，取り消すことができる行為によって取得した

権利の全部又は一部の譲渡は，法定追認事由であるが（125⑤），法定追認事由である
行為ないし事実は，124条にいう取消しの原因となっていた状況が消滅し，かつ，取消
権を有することを知った後にしなければ，その効力を生じない。この点，未成年者が成
年に達した後に，取消原因があることを知らないで法定追認に該当する行為をした場合
には，それにより，制限行為能力による取消しはできなくなる（大判大12.6.11）。ま
た，未成年者が，法定代理人の同意を得て法定追認該当行為をしたときは，法定追認の
効力を生ずるものと解されている。よって，Ａが，成年に達する前に本件売買契約の代
金債権を第三者に譲渡した場合には，本件売買契約及び代金債権の譲渡につきＢの同意
がなく，かつ，追認がなかったときは，Ａは，本件売買契約を取り消すことができる。 

 
エ 正  ＢはＡの法定代理人であり，追認権者となる（120・122）。そして，Ｂによる

パソコン甲の引渡しは「全部又は一部の履行」として法定追認に当たるところ（125
①），追認がされた行為は122 条により取り消すことができない。よって，Ａが成年
に達する前に，Ｂが，Ｃに対してパソコン甲を引き渡した場合には，Ａは本件売買契約
を取り消すことができない。 

 
オ 正  制限行為能力者の相手方が，制限行為能力者が行為能力者にならない間に，その

法定代理人に対し，その権限内の行為について１か月以上の期間を定めて，その期間内
にその取り消すことができる行為を追認すべきかどうかを確答すべき旨の催告をした場
合において，当該法定代理人がその期間内に確答を発しないときは，その行為を追認し
たものとみなす（20Ⅱ）。よって，ＣのＡの法定代理人Ｂに対する催告について，Ｂ
が期間内に確答を発しなかったときは，本件売買契約は追認されたものとみなされ，Ａ
は，本件売買契約を取り消すことはできなくなる。 

 

自然人 民 法 23-4 正解 １ 

誤っているものはアウであり，正解は１となる。 

結 論 

検 討 
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Ａが成年被後見人又は被保佐人である場合に関する次のアからオまでの記述のう

ち，Ａが被保佐人である場合にのみ正しいこととなるものの組合せは，後記１から

５までのうち，どれか。なお，Ｂは，Ａが成年被後見人である場合の成年後見人又

はＡが被保佐人である場合の保佐人とする。 

ア ＡがＢの同意を得ないで不動産を購入した場合において，その売主がＢに対し

１か月以内にその売買契約を追認するかどうかを確答すべき旨の催告をしたにも

かかわらず，Ｂがその期間内に確答を発しないときは，その売買契約を追認した

ものとみなされる。 

イ ＡがＢの同意を得ないで不動産を購入した場合において，その売主がＡに対し

１か月以内にＢの追認を得るべき旨の催告をしたにもかかわらず，Ａがその期間

内にその追認を得た旨の通知を発しないときは，その売買契約を取り消したもの

とみなされる。 

ウ Ａが行為能力者であることを信じさせるため詐術を用いて不動産を購入したと

きは，その売買契約を取り消すことができない。 

エ ＡがＣの任意代理人として不動産を購入した場合において，Ｂの同意を得てい

ないときは，Ｂの同意を得ていないことを理由として，その売買契約を取り消す

ことができる。 

オ ＢがＡの法定代理人として不動産を購入するには，Ｂにその代理権を付与する

旨の家庭裁判所の審判がなければならない。 

１ アウ  ２ アオ  ３ イエ  ４ イオ  ５ ウエ

民 法 29-4 自然人 
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ア 成年被後見人及び被保佐人のいずれである場合も正しい  制限行為能力者の相手方が，

制限行為能力者が行為能力者とならない間に，その法定代理人，保佐人又は補助人に対
し，１か月以上の期間を定めて，取り消すことができる行為を追認するかどうかを催告
した場合において，法定代理人，保佐人又は補助人がその期間内に確答を発しないとき
は，その行為を追認したものとみなされる（20Ⅱ・Ⅰ）。よって，Ａが成年被後見人及
び被保佐人のいずれである場合も，売主が成年後見人又は保佐人であるＢに対し１か月
以内に売買契約を追認するかどうかを確答すべき旨の催告をしたにもかかわらず，その
期間内に確答を発しないときは，その売買契約を追認したものとみなされる。 

 
イ 被保佐人である場合にのみ正しい  制限行為能力者の相手方は，被保佐人又は17 条

１項の審判を受けた被補助人に対しては，１か月以上の期間を定めて，その期間内にそ
の保佐人又は補助人の追認を得るべき旨の催告をすることができる（20Ⅳ前段）。この
場合において，その被保佐人又は被補助人がその期間内にその追認を得た旨の通知を発
しないときは，その行為を取り消したものとみなされる（20Ⅳ後段）。これに対し，成
年被後見人には意思表示の受領能力がないため（98の２），相手方の成年被後見人に対
する催告は効果を生じない。 

 
ウ 成年被後見人及び被保佐人のいずれである場合も正しい  制限行為能力者が行為能力

者であることを信じさせるため詐術を用いたときは，その行為を取り消すことができな
い（21）。したがって，本肢は，Ａが成年被後見人及び被保佐人のいずれである場合も
正しい。なお，制限行為能力者が詐術を用いた場合であっても，これにより相手方が誤
信をするに至らなかったときは，取消権は排除されない。 

 
エ 成年被後見人及び被保佐人のいずれである場合も誤っている  制限行為能力者が代理

人としてした行為は，行為能力の制限によっては取り消すことができない（102本文）。
なぜなら，代理において代理行為の効果を受けるのは代理人ではなく本人であり，その
本人があえて制限行為能力者を代理人とするのだから，行為能力の制限を理由として代
理行為を取り消すことを認めるべきではないからである。なお，代理人は，意思表示を
する以上，意思能力を有することは必要である。 

 
オ 被保佐人である場合にのみ正しい  成年後見人は，成年被後見人の財産に関する法律

行為について，包括的に，成年被後見人を代理する権限を有する（859Ⅰ）。他方，保
佐人は，保佐開始の審判とは別に，｢特定の法律行為｣について保佐人に代理権を付与す
る旨の家庭裁判所の審判があったときに限り，当該特定の法律行為についての代理権を
有する（876の４Ⅰ）。よって，Ａが成年被後見人である場合，代理権を付与する旨の
家庭裁判所の審判がなくても，Ｂは，Ａの法定代理人として不動産を購入することがで
きるが，Ａが被保佐人である場合，ＢがＡの法定代理人として不動産を購入するには，
Ｂにその代理権を付与する旨の家庭裁判所の審判がなければならない。 

 

自然人 民 法 29-4 正解 ４ 

Ａが被保佐人である場合にのみ正しいものはイオであり，正解は４となる。 

結 論 

検 討 
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ＡがＢからＣ社製造の甲薬品を購入した場合に関する次のアからオまでの記述の

うち，正しいものの組合せは，後記１から５までのうちどれか。 

ア ＡがＢから甲薬品を100箱以上購入しないと店から出さないと脅されて，これ

を購入した場合でも，ＢがＡＢ間の売買代金債権をＤに譲渡し，その旨の通知を

Ａにしたときは，Ａは，Ｂとの間の売買契約を取り消すことができない。 

イ Ｂは，Ｃ社の従業員から甲薬品はガンの予防に抜群の効果があるとの虚偽の説

明を受け，これを信じてＡに同様の説明をし，Ａもこれを信じて甲薬品を購入し

た場合，Ａは，Ｂとの間の売買契約を取り消すことができる。 

ウ Ａが，Ｃ社の従業員から甲薬品はガンの予防に抜群の効果があるとの虚偽の説

明を受け，これを信じて甲薬品を購入した場合，Ｂがその事情を知り得なかった

ときでも，Ａは，Ｂとの間の売買契約を取り消すことができる。 

エ ＡがＥに対しガン予防の薬品の購入を委任し，ＥがＢから甲薬品はガンの予防

に抜群の効果があるとの虚偽の説明を受け，これを信じてＡの代理人として甲薬

品を購入した場合，Ａは，甲薬品がガンの予防に効果がないことを知っていたと

しても，Ｂとの間の売買契約を取り消すことができる。 

オ ＡがＥに対しガン予防の薬品の購入を委任し，ＥがＡの代理人としてＢから甲

薬品を購入した場合，Ｅが未成年者であったとしても，Ａは，Ｂとの間の売買契

約を取り消すことができない。 

１ アイ  ２ アエ  ３ イウ  ４ ウオ  ５ エオ 

民 法 13-1 意思表示及び法律行為 
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ア 誤  Ａは，Ｂから脅されて売買契約を締結しているから，この売買契約を強迫による

意思表示として取り消すことができる（96Ⅰ）。そして，取り消すことができる意思

表示について，125条所定の行為がされたときは，追認したものとみなされる（法定追

認）。ただし，取得した権利の全部又は一部の譲渡（125⑤）は，取消権者がした場合

に限られる。したがって，強迫をしたＢが売買代金債権を譲渡したとしても，追認した

ものとはみなされないため，Ａは売買契約を取り消すことができる。 

 

イ 誤  Ａは，Ｂから甲薬品についての虚偽の説明を受けて甲薬品を購入しているが，

96条１項の詐欺といえるためには，詐欺者に，①相手方を欺いて錯誤に陥れようとい

う意思と，②その錯誤によって意思表示させようとする意思との二段の故意が必要であ

る（大判大11.2.6）。本肢では，Ｂは，Ｃ社の従業員から受けた虚偽の説明を信じて

Ａに説明しており，①Ａを欺いて錯誤に陥れようとする意思を有していない。したがっ

て，ＢがＡに対し詐欺を行ったとはいえず，Ａは，詐欺を理由にＢとの間の売買契約を

取り消すことはできない。 

 

ウ 誤  Ａは，契約の当事者ではないＣ社の従業員から虚偽の説明を受け，これを信じて

Ｂから甲薬品を購入しているから，本肢は，第三者が詐欺を行った場合（96Ⅱ）に当

たる。第三者が詐欺を行った場合において，相手方が第三者の詐欺の事実を知り，又は

知ることができた場合は，表意者は当該意思表示を取り消すことができる。したがって，

ＢがＣ社の従業員による詐欺の事実を知り得なかったときには，Ａは，第三者の詐欺を

理由にＢとの間の売買契約を取り消すことはできない。 

 

エ 正  本人Ａは，甲薬品がガンの予防に効果がないことを知っていたが，ＡはＥに対し

ガン予防の薬品の購入を委任しただけで，甲薬品を購入するという「特定の法律行為を

することを委託」したわけではない。したがって，101条３項の適用はなく，意思表示

の瑕疵の有無は，原則どおり代理人について決せられる（101Ⅰ）。本肢では，代理人

Ｅは，Ｂから虚偽の説明を受け，これを信じて甲薬品を購入しており，Ｂの詐欺により

意思表示をしたといえる。したがって，取り消し得る意思表示として本人Ａに効果が帰

属し（99Ⅰ），Ａは，Ｂとの間の売買契約を取り消すことができる。 

 

オ 正  制限行為能力者が代理人としてした行為は，行為能力の制限によっては取り消す

ことができない（102本文）。したがって，Ａは，代理人Ｅが未成年者であったことを

理由として，Ｂとの間の売買契約を取り消すことはできない。 

 

正しいものはエオであり，正解は５となる。 

結 論 

検 討 

意思表示及び法律行為 民 法 13-1 正解 ５ 
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虚偽表示に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤ってい

るものの組合せは，後記１から５までのうち，どれか。 

ア Ａ所有の甲建物について，ＡＢ間の仮装の売買契約に基づきＡからＢへの所

有権の移転の登記がされた後に，ＢがＣに対して甲建物を譲渡し，ＡがＤに対

して甲建物を譲渡した場合には，Ｃは，ＡＢ間の売買契約が仮装のものである

ことを知らなかったときであっても，ＢからＣへの所有権の移転の登記をしな

ければ，Ｄに対し，甲建物の所有権を主張することができない。 

イ Ａ所有の甲建物について，ＡＢ間の仮装の売買契約に基づきＡからＢへの所

有権の移転の登記がされた後に，ＢがＣに対して甲建物を譲渡し，更にＣがＤ

に対して甲建物を譲渡した場合において，ＣがＡＢ間の売買契約が仮装のもの

であることを知っていたときは，Ｄがこれを知らなかったときであっても，Ｄ

は，Ａに対し，甲建物の所有権を主張することができない。 

ウ Ａ所有の甲建物について，ＡＢ間の仮装の売買契約に基づきＡからＢへの所

有権の移転の登記がされた後に，Ｂの債権者Ｃが，ＡＢ間の売買契約が仮装の

ものであることを知らずに甲建物を差し押さえた場合であっても，ＣのＢに対

する債権がＡＢ間の仮装の売買契約の前に発生したものであるときは，Ａは，

Ｃに対し，ＡＢ間の売買契約が無効である旨を主張することができる。 

エ Ａ所有の甲建物について，ＡＢ間の仮装の売買予約に基づきＢを仮登記の登

記権利者とする所有権移転請求権保全の仮登記がされた後，ＢがＡに無断で当

該仮登記に基づく本登記をした場合において，その後にＢから甲建物を譲り受

けたＣが，その当時，当該本登記が真実に合致したものであると信じ，かつ，

そのように信じたことについて過失がなかったときは，Ｃは，Ａに対し，甲建

物の所有権を主張することができる。 

オ Ａから土地を賃借したＢがその土地上に甲建物を建築し，その所有権の保存

の登記がされた後に，甲建物についてＢＣ間の仮装の売買契約に基づきＢから

Ｃへの所有権の移転の登記がされた場合において，ＢＣ間の売買契約が仮装の

ものであることを知らなかったＡが賃借権の無断譲渡を理由としてＡＢ間の土

地賃貸借契約を解除する旨の意思表示をしたときは，Ｂは，Ａに対し，ＢＣ間

の売買契約は無効であり，賃借権の無断譲渡には当たらない旨を主張すること

ができる。 

１ アイ  ２ アオ  ３ イウ  ４ ウエ  ５ エオ

民 法 27-5 意思表示及び法律行為 
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ア 正  ＡがＢと通謀して，Ａ所有の甲建物をＢに売り渡す仮装の売買契約を締結した後，

ＡからＢへ所有権移転登記がされた場合において，ＢがＡＢ間の仮装売買の事実につき

善意のＣに甲建物を売却したが未登記であったところ，Ａも甲建物をＤに譲渡していた

ときは，ＣとＤは対抗関係に立つため，Ｃは登記を備えていなければ，Ｄに対して甲建

物の所有権を主張することができない（ 判昭42.10.31）。 

 

イ 誤  虚偽表示の相手方と直接取引関係に立った者が虚偽表示につき悪意であり，その

者からの転得者が虚偽表示につき善意である場合，当該転得者は，94条２項の「善意の

第三者」として保護される（ 判昭45.7.24）。よって，Ｄが仮装譲渡の事実について

善意でＣから甲建物を譲り受けた場合，Ｄは，Ａに対して，甲建物の所有権を主張する

ことができる。 

 

ウ 誤  虚偽の登記名義人に対する一般債権者は94条２項の「第三者」に当たらないが

（大判大9.7.23），差押債権者は，「第三者」に当たる（ 判昭48.6.28）。よって，

Ａは，Ｃに対し，ＡＢ間の売買契約が無効である旨を主張することはできない。 

 

エ 正  不動産の仮装売買予約に基づいて所有権移転請求権保全の仮登記をした後に，当

該仮装売買予約の外観上の仮登記権利者がこのような仮登記があるのを奇貨として，ほ

しいままに売買を原因とする所有権移転の本登記手続をした場合，外観上の仮登記義務

者は，当該本登記の無効をもって善意無過失の第三者に対抗できない（ 判昭

43.10.17）。よって，善意無過失のＣは，Ａに対し，甲建物の所有権を主張すること

ができる。 

 

オ 正  土地の賃借人が土地上に建物を建て，この地上建物を他に仮装譲渡した場合の土

地賃貸人は，94条２項の「第三者」に当たらない（ 判昭38.11.28）。よって，Ｂは

Ａに対し，ＢＣ間の売買契約は無効であり，賃借権の無断譲渡には当たらない旨を主張

することができる。 

 

意思表示及び法律行為 民 法 27-5 正解 ３ 

誤っているものはイウであり，正解は３となる。 

結 論 

検 討 
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